
第 1号 様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書
①

'変 弱

ジ1 1該 当す る□には、 レロ〕を記人 して くだ さいf特 定事業者以外で 自主参加 さ才lる事業者の方は、 レ印の記 入は 不要です3

2「 基昨年度Jと い計l m」期情|の前年度 を、 「F再炉年度」 とは計画期間の最終牛度 をいい ます。

3「 亨黎所隼t J F出区分」 とf i京都府内の 事業所等の事業活動のためのエ ネルギーの使用 に伴い発
/ Lす

る,ユ宗効果ガスを、 「輸送 車両排出区 分」 とは 自動 車運送 事来者
については使用の本処σ)位置を京都府内 とす る車両の排 出|する混室効果 ガスを、鉄道事業 者については保 有す る貨物 車両 又は旅客車両の排 I Hする混室効果 ガスを、
「その他排 出区分Jと は 上記以外の京輛!府内にお ける事業所年の事業活動に伴いた 1 1する侵室効果 ガスをいい ますっ

4「 原 単位 ■た りの混宝効果ガス排 出量等」の 「用途区分」 には、①①可1場、事務所 な どの用途 を記入 して くだ さい.「 原 単位の指標 Jに 4よ、分 子の 「1酸化快紫換
算」の 下に分母となる指候 (付た数 量 延 べ床 t i積、走行距離等)を 記入 して くだ さい。

5「 牛 祀 章虫 Jに は、 平成 2年 度 ( 1 9 9 0年 度 )を ほ存 と したJ F I出量ク)■比や 行エ ネ製古: 1開発な ど他 子の注宅初呆ガ ス排出冷1滋 ヽの貢献  グ リー シ潤産の採用 特
定 フロンな どの条例指 i r外の注ヤ / J j果ガ スの削減な どを記 入 して くだ さいv

住 所 (法人にあ っ

ては、主 た る事務所
の所 在地 )

京都市南区上鳥羽仏現寺町 1番 地

氏名 (法人にあっ
ては、名称及び代表
者の氏名)

帝産京都自動車株式会社 取締役社長 牧 史 朗

事業者の主たる

業種

一般乗用旅客自動車運送事業

該当する事業者
要件

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キ
ロリットル以上))

ッ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以
上/タ クシー]50台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化
炭素に換算して3,000トン以上))

計 画 期 積 2 0年 4月 2 3年 3月

基 本 方 斜 全体 でC02を 2%削 減 す る。

推 進 体 制 特別一斉点呼において、営業担当役員を中心としてアイ ドリングス トップとエヨ ドライブの推進を徹底 ・指導 (月1回 )
する。

県境マネ ジメン トシステム名称

直用範囲

取得年月 日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の計画

年 唐 設 備 、 対 象 、 工 程 等 計 国 内 容

20-22 輸送車両 アイ ドリングス トップ とェ コ ドライプの実施で、 2鴨削減す る。

20-22 事務所 エア コンの調整使用等で、電 力を 2略削減す るこ

温室効果ガスの

排出量等 排出区分
昼年午反 く実頼リ

(19)年度
(二酸化炭秦換算 )

日悌 午 反 (計 L m l ,

(22)年 度
(工般化炭素換算 )

増減率
(計画)

A事 業所等排出区分 254 1  t 248 8  t -2 1  7)

B輸 送車両排出区分 2,588 8  t 2,537 0  t -20 ・ c

Cそ の他排出区分 t 〔

排出合計 2,842 9  t 2             2,785 8  t -20 %

目標設定の考え方 輸送車両 ・事務所とも、省エネルギー化を進めて温室効果ガス排出量を肖」減する、

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標 基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

事務所
二酸化炭素換皇
延床面積 (甫)

0 041 0 040 -24 %

営業車
二酸化炭素換算

走行キロ(km)
0 317 0310 -2ユ  %

二酸化炭素換算
7)

原単位の指標及び計画数値設定の
考え方 事務所の延床面積 と営業車両の走行キロを原単位 とする。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの

削減量等

対策等の区分
目標年度 計画)

取 ■置 等 ( 1酸 化 炭 素 換 律 )

孫林の保全及び整備 健 偏 面積) (吸収 畳) t

府内産の木材の利用 ( 和! 用殿) (削減量) t

自然エネルギーを利用 した電力又
は熱の供給

( 売電量) ( 側減 曇) t

(熱供給 慰) (削減 量) t

グ リー ン電力の購 入 ( 購人岳) kvh ( 削減 曇)

削減量等合計 t

差引排出量

( 排出合計 ―削減特合f l )

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

2 R4ユ ツ t ■2)(■8)           2785 8 t 2 %

地林温暖に可束
に資する社会貢
献活動

特 記 事 琴


